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資料１ 

公契約条例について 

 

１ 公契約条例とは 

 地方自治体が発注する公共工事・業務委託等を受注した事業者に雇用される

労働者に対して、発注した自治体の指定する賃金の支払いを確保させることを

規定した条例 

 

 

２ 公契約条例の形態 

（１）賃金条項を有する公契約条例 

① 公契約に係る業務に従事する労働者等に受注者等が一定額以上の賃金を

支払うことを条例で直接義務づけるもの 

. 

② 公契約に係る業務に従事する労働者等に受注者等が一定額以上の賃金を

支払う条項を当該公契約に盛り込むことを条例に規定する形態 

 

（２）賃金条項を有さない公契約条例 

公契約に係る業務に従事する労働者等に受注者等が一定額以上の賃金を支

払うことを求める規定は置いておらず、公契約に係る基本理念又は基本方針を

定めるとともに、自治体の責務、受注者等の責務等を規定している。 

 

 

３ 公契約条例の自治体制定状況 （令和 5年 9月 1日現在） 

 制定数 

Ａ 

Ａのうち上記２

（１）①の数 

Ａのうち上記２

（１）②の数 

Ａのうち上記２

（２）の数 

県 10 0 0 10 

特別区 11 3 7 1 

政令市 3 0 2 1 

市 55 3 12 40 

町 5 0 0 5 

合計 84 6 21 57 

※参考 （一財）地方自治研究機構 HP 掲載資料 




